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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第21期

第１四半期
累計期間

第20期

会計期間
自 2023年１月１日
至 2023年３月31日

自 2022年１月１日
至 2022年12月31日

売上高 (千円) 2,489,543 8,815,645

経常利益 (千円) 224,691 642,184

四半期（当期）純利益 (千円) 143,360 314,204

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － －

資本金 (千円) 100,000 100,000

発行済株式総数 (株) 4,290,000 4,290,000

純資産額 (千円) 2,607,602 2,464,242

総資産額 (千円) 5,238,915 5,551,245

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 33.42 73.24

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) － －

１株当たり配当額 (円) － －

自己資本比率 (％) 49.8 44.4

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　 ２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

　 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非

上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

　 ４．当社は第20期第１四半期累計期間については、四半期財務諸表を作成していないため、第20期第１四半期

累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

　 ５．１株当たり配当額については、配当を実施していないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告書

（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、前第

１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間との比較分析は行ってお

りません。

(1) 経営成績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染者数の落ち着きやマスク着用ルールの緩

和にともない、アフターコロナに向けた動きが加速しました。仕入価格の高止まりや賃金上昇による生活必需品等

の高騰はあるものの、人流の増加にともなう消費活動がけん引し国内景気は上向きに転じております。

外食産業におきましては、人流の増加に加えて価格の改定により売上は伸びているものの、資源・原材料価格等

の高騰、深刻な人手不足は継続しており、依然として厳しい経営状況が続いております。

このような状況下、当社は「日本の食文化とおもてなしの心で世界中を笑顔に！」を経営ビジョンとし、「たく

さんのお客様にありがとうと言われるお店でありたい」を店舗理念に掲げ、企業価値の向上に努めてまいりまし

た。

販売促進施策としては「担担麺」「ゆず香る旨塩らーめん」等の期間限定商品の販売、「100円割引券」をはじめ

とする各種クーポンの配布、「餃子半額祭」等のフェアを実施し、既存顧客の来店頻度向上と新規顧客の獲得に取

り組みました。また、ラーメン魁力屋の認知度アップを目的に、日清食品とのコラボカップ麺「京都背脂醤油ラー

メン」を期間限定で販売しました。

出退店につきましては、ラーメン魁力屋イオンモール豊川店を出店、ラーメン魁力屋イオンモールりんくう泉南

店を含む２店舗の退店等により、ラーメン魁力屋121店舗（うち直営店95店舗、ＦＣ加盟店等26店舗）、中食事業等

10店舗の合計131店舗となりました。

以上の結果、当第１四半期累計期間における業績は、売上高は2,489,543千円、営業利益は197,950千円、経常利

益は224,691千円、四半期純利益は143,360千円となりました。

なお、当社は飲食事業の単一セグメントであるためセグメントごとの記載はしておりません。

(2) 財政状態の状況

（資産）

当第１四半期会計期間末の資産合計は、5,238,915千円となり、前事業年度末と比較して312,329千円の減少とな

りました。流動資産は2,388,186千円となり、前事業年度末と比較して237,177千円の減少となりました。これは主

に、現金及び預金が180,127千円減少、預け金が57,709千円減少したことによるものであります。

固定資産は2,850,728千円となり、前事業年度末と比較して75,151千円の減少となりました。これは主に、有形固

定資産が10,251千円減少、繰延税金資産が61,688千円減少、敷金及び保証金が3,802千円減少したこと等によるもの

であります。

（負債）

当第１四半期会計期間末の負債合計は2,631,313千円となり、前事業年度末と比較して455,689千円の減少となり

ました。流動負債は1,372,682千円となり、前事業年度末と比較して436,238千円の減少となりました。これは主に、

未払法人税等が135,005千円減少、その他（未払費用等）が341,344千円減少した一方で、賞与引当金が44,558千円

増加したこと等によるものであります。

固定負債は1,258,630千円となり、前事業年度末と比較して19,451千円の減少となりました。これは主に、長期借

入金が32,716千円減少し、資産除去債務が3,730千円増加、その他（預り保証金）が10,303千円増加したこと等によ

るものであります。

　



― 3 ―

（純資産）

当第１四半期会計期間末の純資産合計は2,607,602千円となり、前事業年度末と比較して143,360千円の増加とな

りました。その主な要因は、四半期純利益の計上により利益剰余金が143,360千円増加したことによるものでありま

す。以上の結果、自己資本比率は、前事業年度末の44.4％から49.8％となりました。

　(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありませ

ん。

(4) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

　(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

　(6) 研究開発活動

該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,290,000 4,290,000 非上場

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社の
標準となる株式で、単元株式
数は100株であります。

計 4,290,000 4,290,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年１月１日～
2023年３月31日

－ 4,290,000 － 100,000 － 160,756

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,290,000 4,290,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 4,290,000 ― ―

総株主の議決権 ― 4,290,000 ―

(注) 2023年６月30日開催の臨時株主総会決議により、2023年６月30日付で１単元を100株とする単元株制度を採用して

おります。これに伴い提出日現在において、完全議決権株式（その他）の株式数は普通株式4,290,000株、議決権

の数は42,900個となっております。

② 【自己株式等】

　該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条

の２第１項の規定に準じて、第１四半期会計期間(2023年１月１日から2023年３月31日まで)及び第１四半期累計期間

(2023年１月１日から2023年３月31日まで)に係る四半期財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビ

ューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2022年12月31日)

当第１四半期会計期間
(2023年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,999,962 1,819,835

売掛金 158,625 163,878

原材料 27,921 23,612

預け金 215,792 158,082

その他 223,062 222,779

流動資産合計 2,625,364 2,388,186

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,534,584 1,529,780

その他（純額） 306,799 301,351

有形固定資産合計 1,841,384 1,831,132

無形固定資産 66,581 66,696

投資その他の資産

繰延税金資産 344,936 283,248

敷金及び保証金 441,114 437,312

建設協力金 210,578 209,796

その他 21,284 22,542

投資その他の資産合計 1,017,914 952,899

固定資産合計 2,925,880 2,850,728

資産合計 5,551,245 5,238,915

負債の部

流動負債

買掛金 334,728 328,027

1年内返済予定の長期借入金 351,560 358,106

未払法人税等 154,648 19,642

賞与引当金 － 44,558

資産除去債務 4,290 －

その他 963,693 622,348

流動負債合計 1,808,920 1,372,682

固定負債

長期借入金 896,870 864,154

資産除去債務 346,739 350,469

その他 34,472 44,007

固定負債合計 1,278,082 1,258,630

負債合計 3,087,002 2,631,313

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 254,513 254,513

利益剰余金 2,109,728 2,253,088

株主資本合計 2,464,242 2,607,602

純資産合計 2,464,242 2,607,602

負債純資産合計 5,551,245 5,238,915
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)

当第１四半期累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年３月31日)

売上高 2,489,543

売上原価 716,339

売上総利益 1,773,204

販売費及び一般管理費 1,575,254

営業利益 197,950

営業外収益

受取利息 576

受取賃貸料 5,258

受取手数料 2,729

固定資産売却益 26,834

その他 1,300

営業外収益合計 36,699

営業外費用

支払利息 1,283

賃貸費用 5,281

その他 3,392

営業外費用合計 9,958

経常利益 224,691

税引前四半期純利益 224,691

法人税、住民税及び事業税 19,643

法人税等調整額 61,688

法人税等合計 81,331

四半期純利益 143,360
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【注記事項】

(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

当第１四半期累計期間において、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積りに重要

な変更はありません。

(四半期貸借対照表関係)

保証債務

　 下記の独立店について、仕入先からの仕入債務の一部に対し、債務保証を行っております。

前事業年度
(2022年12月31日)

当第１四半期会計期間
(2023年３月31日)

株式会社スライヴカンパニー 12,768千円 13,291千円

株式会社Ｓｕｒｐｌｕｓ 2,644千円 2,747千円

合計 15,413千円 16,039千円

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2023年１月１日
至 2023年３月31日)

減価償却費 41,019千円

(株主資本等関係)

当第１四半期累計期間(自 2023年１月１日 至 2023年３月31日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

２ 基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第１四半期累計期間(自 2023年１月１日 至 2023年３月31日)

当社は、飲食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　 （単位：千円）

項目
当第１四半期累計期間
(自 2023年１月１日

　至 2023年３月31日)

直営店売上高

その他

2,376,361

102,086

顧客との契約から生じる収益 2,478,448

その他の収益 11,095

外部顧客への売上高 2,489,543

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第１四半期累計期間
(自 2023年１月１日

　至 2023年３月31日)

１株当たり四半期純利益 33円42銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 143,360

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 143,360

普通株式の期中平均株式数(株) 4,290,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度
末から重要な変動があったものの概要

―

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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